
環境厚生常任委員長報告 

（Ｈ２７．１２．１８） 

 

環境厚生常任委員会に付託されました議案について、審査の経過概

要と結果を報告いたします。 

まず、第１号議案、平成２７年度亀岡市一般会計補正予算の本委員

会所管分でありますが、その主な内容は、 

総務費では、過年度国・府支出金の精算に係る返納金の増額補正。 

民生費では、障害者福祉サービス事業経費や、私立保育園保育委託

経費、法内扶助費などの増加に伴う増額補正、であります。 

また債務負担行為については、個人番号カードの交付に係る業務の

委託経費、公の施設の管理に係る経費、塵芥処理事務経費及び塵芥処

理施設管理業務委託経費について設定されております。 



賛成討論の後、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと

決定しました。 

なお、可決にあたり、報酬をはじめとした待遇改善等による保育士

の確保や、できる限りの取り組みの工夫を行い、児童の入所待ちの現

状が改善されるよう努めることを指摘要望するものです。 

次に、第２号議案、平成２７年度国民健康保険事業特別会計補正予

算については、人事異動等に伴う職員人件費等について増額補正する

ものであります。 

別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと

決定しました。 

 次に、第７号議案、平成２７年度病院事業会計補正予算については、

給食業務等の経費に係る債務負担行為について、予算に定めるもので

あります。 



別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと

決定しました。 

次に、 

第１８号議案 亀岡市総合福祉センターに係る指定管理者の指定、 

第１９号議案 亀岡市曽我部いこいの家に係る指定管理者の指定、 

第２０号議案 亀岡市畑野健康ふれあいセンターに係る指定管理

者の指定、 

以上の３議案については、それぞれの公の施設の管理に関し、指定

管理者を指定しようとするものであり、別段異論なく、採決の結果は、

全員をもって原案可決すべきものと決定しました。 

以上、簡単でありますが、本委員会の報告とします。 
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民生費の補正の主な内容 増加額 

障害者福祉サービス事業経費 ３億１６５６万円 

私立保育園保育委託経費 １億６５４９万円 

法内扶助費（生活保護扶助費） ６５４４万円 

老人医療助成経費 ２９３４万円 

こども医療費助成経費 ２５２１万円 

福祉医療経費 １５４９万円 
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【会場でお答えできなかったご意見・要望などの回答】 

 

 

◇意見・要望などの概要（東本梅６） 

 

決算について、民生費には医療費も入っているのか。 

 

 

◆ご意見への回答 

 

 一般会計の民生費に含まれる医療費としては、主に障害者医療・こども医療・

老人医療・生活保護の医療扶助・後期高齢者医療負担金などがありますが、御

質問の趣旨である運動による疾病予防と関連する項目は、主に老人医療、後期

高齢者医療負担金となります。老人医療は平成２６年度決算で１億６６７３万

円、後期高齢者医療負担金は７億３０４５万円となります。 

 なお、国民健康保険事業も医療費が関連してきますが、こちらは特別会計で

の決算となりますので、一般会計の民生費の支出の中には、医療費としては含

まれておりません。 

 

 

 

 

 

 

 


